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手話通訳者を派遣します
福祉課　  66-1106

　講演会や会議などへ手話通訳者を
派遣します。
費�　用　１時間3,000円程度（交通

費別）
申�し込み　講演会などの開催日2週

間前までに直接または電話で福祉
課へ。

先端設備等導入計画による
設備投資のための支援
産業政策課　  66-1118

　国の導入促進指針などに適合する
先端設備等導入計画を策定・認定を
受けると、労働生産制向上のための
先端設備の設置などについて支援を
受けることができます。
対�　象　マシニングセンタ、受電装

置などの先端設備などを市内事業
所に導入する中小企業者

内�　容　対象となる先端設備にかか
る固定資産税の免除（最大3年）

　対象例：�マシニングセンタ受電装
置など

問合先　
　認定：産業政策課
　固定資産税：税務課（  66-1114）

 0001884

令和4年度消防団幹部が
決まりました
消防本部総務課　  68-0936

　団　長　小林　智也
　副団長　松下　知充、杉浦　和朗
◎分団長　〇副分団長（敬称略）
第1分団
　◎浅沼　陸　〇加藤　喬士
第2分団
　◎道下　裕史　〇廣中　俊哉
第3分団
　◎木村　圭吾　〇市川　貴浩
第4分団
　◎大場　雄士　〇小田　達宏
第5分団
　◎近藤　郁也　〇小山田　昌太
第6分団
　◎鋤柄　隆俊　〇神田　一樹
第7分団
　◎太田　貴之　〇柴田　慈土
第8分団
　◎村瀬　辰哉　〇白井　聖人
第9分団
　◎尾﨑　光史　〇牧原　純也

特別障害者手当の改定

　4 月～次の額に改定します。
特別障害者手当　
　27,300 円（旧 27,350 円）
障害児福祉手当　
　14,850 円（旧 14,880 円）
経過的福祉手当　
　14,850 円（旧 14,880 円）
※県加算額は変わりません。

福祉課　  66-1106

新型コロナウイルス感染症
に係る保険税（料）減免申請

　新型コロナウイルス感染症の影響
により、令和 3 年中の収入が前年
より 3 割以上減少した場合、申請
により保険税（料）が減免される場
合があります。
申請期限　5 月 31 日火

保険年金課　後期　  66-1102
　　　　　　国保　  66-1172
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